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令
和
8
年
度
は
、
伊
勢
志
摩

国
立
公
園
指
定
80
周
年
や

G
7
伊
勢
志
摩
サ
ミ
ッ
ト

開
催
10
周
年
を
迎
え
る
節

目
の
年
で
あ
り
、
新
た
な

総
合
計
画
が
ス
タ
ー
ト
す

る
重
要
な
年
で
す
。

　「
あ
る
も
の
さ
が
し
」
の
価
値
観

の
も
と
「
新
陳
代
謝
」
を
徹
底
し
、
市
民
の

皆
さ
ん
が
「
し
あ
わ
せ
」
を
実
感
で
き
る
ま
ち
を
創
る
た
め
、
時
代

の
変
化
の
先
頭
に
立
っ
て
、
さ
ま
ざ
ま
な
チ
ェ
ン
ジ
を
断
行
し
て
ま

い
り
ま
す
。

　
私
は
市
長
就
任
以
来
、
一
貫
し
て
「
現
場
」
を
歩
き
、
市
民
の
皆

さ
ん
の
「
声
」
を
聴
く
こ
と
を
何
よ
り
も
大
切
に
し
て
き
ま
し
た
。

皆
さ
ん
の
想
い
を
し
っ
か
り
と
受
け
止
め
「
子
や
孫
の
世
代
に
自
慢

で
き
る
新
し
い
志
摩
市
を
つ
く
る
」
と
い
う
大
き
な
目
的
の
た
め
に
、

市
政
を
「
さ
ら
に
前
へ
」
と
進
め
て
い
く
覚
悟
で
す
。

　
令
和
8
年
度
は
「
5
つ
の
重
点
分
野
」
と
「
物
価
高
騰
対
策
」
に

注
力
し
、
さ
ま
ざ
ま
な
取
り
組
み
を
迅
速
か
つ
着
実
に
実
行
し
て
い

き
ま
す
。

「志摩・つながる未来」予算
〜志摩のあしたを　 　 　 　
　 　 　 あなたと一緒に〜

令和８年度令和８年度 施 政 方 針

志摩市長

　橋
はし

爪
づめ

 政
まさ

吉
よし
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　南海トラフ地震の新たな被害想定に対応した
避難環境の整備や体制強化・防災DXを進めます。

主な取り組み （４～５ページ）
◦避難所における衛生環境の向上と備蓄品の拡充
◦迅速な支援のための「防災物流拠点倉庫」整備
◦�市公式 LINE などへも一斉配信できる新しい防

災行政無線の整備　　　など

防災・減災・
地域強靱化の推進1111

　ライフステージに応じた切れ目のない支援を行
い、若者が希望を持って活躍できるまちを創ります。

主な取り組み （６～７ページ）
◦�出産祝金支給、修学旅行費の補助
◦�放課後学習支援「こども未来教室」の開設を

はじめとした子どもの居場所づくり
◦�海洋先端技術などのスタートアップ企業の誘致

� など

未来を創る子ども・
若者政策の推進2222

　人口減少を見据え、交通や医療・介護など、
暮らしに不可欠なサービスを維持・確保します。

主な取り組み （８ページ）
◦�デマンド交通の実証運行および本格運行
◦�空き家利活用の促進と地域活性化などの拠点

構築
◦�離島定期船の運賃補助　　　など

安心して働き、
暮らせる生活環境の創生3333

　インバウンド需要を取り込み、地域資源を生か
した「選ばれ続ける観光地」と強い産業を創ります。

主な取り組み （10 ～ 11 ページ）
◦�香港・台湾への観光レップ設置など誘客プロ

モーション
◦�海女文化などの地域資源を活用した体験型観

光の造成
◦�水産業の人材確保をはじめとした地域産業の

強化　　　など

持続可能な
観光地域づくりの推進4444

　伊勢志摩国立公園 80 周年を機に市の魅力を発
信します。また、庁内のデジタル化を進め、市
民サービスを向上させます。

主な取り組み （12 ページ）
◦�国立公園指定 80 周年を契機とした国内外への

魅力発信
◦�生成 AI などの活用で庁内 DX を進め、業務の

効率化と市民サービスの向上を図る　　　など

「自慢できる
新しい志摩市」の実現5555

令和８年度の重点施策

　長引く物価高騰から市民生活を守り、消費の
下支えによる地域経済の活性化を図ります。

主な取り組み （９ページ）
◦���水道料金の基本料金などを 4 月から 4 カ月間

免除
◦���全市民を対象とした「プレミアム付き商品券」

の発行

物価高騰への対策

広報しま広報しま  予算特集号予算特集号

3

令
和
８
年
度　
施
政
方
針



防災・減災・地域強靭化の推進
　南海トラフ地震などの大規模災害に備え、市民
の生命と財産を守り抜く体制をより一層強化して
いく必要があります。能登半島地震やカムチャツ
カ半島付近地震、頻発する自然災害も踏まえ、南
海トラフ地震の新たな被害想定に対応する避難環
境・体制の強化に取り組みます。
　また、官民の知恵を結集した地域防災力の抜本
的な強化を図るとともに、デジタル技術を活用し
た消防・防災DXを推進することで、災害に強い
地域を構築します。

重点分野１

要配慮者避難支援事業
1,083万円

　避難行動要支援者名簿に基づき、同意を得た皆
さんの情報を地域の支援関係者へ提供し、災害時
の安否確認や避難支援に役立てます。あわせて、福
祉避難所の備蓄
品整備や運営訓
練を行い、要配
慮者の受け入れ
体制を強化しま
す。

災害対策用品等備蓄事業
3,570万円

　「志摩市備蓄計画」に基づき、食料品や生活用品
など公助に必要な物品を備蓄します。あわせて、被
災者の健康維持や要配慮者への対応、避難所の環
境改善を促進するため、必要な物資の調達と備蓄
を進めます。

防災物流拠点整備事業
1億7,538万円

　災害時に救援物資を迅速に届ける「備蓄・物流
の司令塔」を阿児清掃センター跡地に整備します。
令和8年度は
本格建築に向
けた敷地の造
成や排水路改
修、建物の設
計を進めてい
きます。

避難所環境整備事業
7,142万円

　災害関連死を防ぐた
め、物品調達や施設整
備を加速します。自治
会などと設営訓練を行
い、災害直後から「避
難生活における良好な
生活環境」を迅速に確
保します。皆さんの安
心を守るため、避難所
の備えをさらに強化し
ていきます。

拡充

イメージ図

主な取り組み

※生成AIで作成

※生成AIで作成
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6億7,896万円
　防災行政無線を最新設備に更新し安定運用を図
ります。あわせて公式 LINE などへの一斉配信シ
ステムを導入し、情
報を得る手段を増や
すことで、災害時で
も早く確実に大切な
情報を届けられる体
制を整えます。

被災者支援
システム整備事業

　大規模災害時に被害調査や罹災証明書の交付を
迅速に行うシステムを導入します。能登半島地震
でも実績のある仕組みを活用し、一人一人に寄り
添った相談や支援を適切に行い、被災後の生活を
支える体
制を整え
ます。

防災対策一般経費
（津波ハザードマップ作成
業務委託料等）

604万円
　三重県の最新想定や「津波災害警戒区域」を反映し、
津波ハザードマップを更新・作成します。洪水や土砂災害
などの既存マップと連動した周知活動も展開します。

津波避難対策施設整備事業
7,124万円

　南海トラフ地震など
の津波被害から市民の
生命を守るため、片田
地区で新たに津波避
難施設の整備を進めま
す。令和 8 年度は建設
に向けた地形測量や地
質調査、設計業務およ
び用地の買収を実施し
ます。

すまいの減災対策支援事業
430万円

　地震時の住宅倒壊や家具転倒による被害、通電
火災リスクを減らすため、耐震シェルター設置支援
や家具固定、感震ブレーカー配布などを実施します。
要配慮者宅を中心に住宅の減災対策を促進し、住
まいの安全確保を支援します。

拡充

リニ ュ ー アル

防災行政無線更新
整備事業新規新規

新規新規

1,351万円

※生成AIで作成
※生成AIで作成

広報しま 予算特集号
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未来を創る子ども・若者政策の推進
　少子化や人口減少が進行する中、長期的な視点を
もって、若い世代に対応した政策の強化が求められ
ています。まちの未来を見据え、子ども・子育て環
境を充実するとともに、若者が希望を持って暮らせ
る環境の整備に取り組みます。
　また、地域課題を解決するスタートアップ（※）の創
出を支援し、若者が希望を持って活躍できるまちを
創ります。

重点分野２

進学応援金給付事業
1,021万円

　一定要件に該当する経済的に厳しい世帯の学生を
対象に、高校や大学などの入学時に返済不要の進
学応援金を給付します。
【給付額（区分ごと
に1人1回限り）】
・高校などへ進学
　8万円
・大学などへ進学
　15万円

妊婦健康診査事業
2,266万円

　妊婦・歯科健診の費用助成に加え、遠方の医療
機関での分娩や妊産婦健診にかかる交通費の８割
を補助する制度
を新設します。
経済的な負担を
軽くし、安心し
て出産を迎えら
れる環境づくり
を推進します。

拡充

出産祝金支給事業
2,602万円

小・中学校修学旅行費支援事業
1,507万円

　子育て世帯の経済的
負担を軽減し、児童生徒
の健全な育成を支援す
るため、修学旅行費の一
部を補助します。児童 1
人につき 15,000 円（上
限）、生徒 1 人につき
35,000 円（上限）を支
給し、貴重な学びの機
会をサポートします。

　次代を担う児
童の健全育成を
目的に、第1子
の出生から出産
祝金を支給しま
す。対象のお子
さん1人につき
20万円を支給
し、子育て世帯
を応援します。

主な取り組み

※�スタートアップ…�革新的なアイデアや技術を用いて、新市場
の開拓や高成長を目指す企業

※生成AIで作成※生成AIで作成
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子育て支援推進事業
465万円

　産前産後を切れ目な
く支援できるよう、妊
産婦の相談対応や母子
保健サービスを案内しま
す。産後ケア（宿泊・通所）
の利用料を減額し、サー
ビスをより利用しやすく
することで、健やかな育
児を支えます。

乳幼児健康診査事業
512万円

　1カ月・4カ月・10
カ月の健診費用を助
成し、1歳 6カ月・3
歳児の集団健診を実
施します。新たに 5
歳児健診モデル事業
を開始します。

若者の集いと出会いの支援事業
77万円

　人口減少対策や定
住促進のため、若
者の出会いの場をつ
くるイベントを開催
します。これまでの
活動に加え、近隣市
町とも連携し、イベ
ントを実施すること
で、より多くの出会
いのきっかけを提供
します。

子どもの居場所づくり事業
170万円

【こども未来教室】
家庭の環境にかかわらず、誰もが等しく学びを深め
られる環境を整え学習習慣を定着させるため、退職
教員らによる学習支援を行います。
【教育支援センター】
不登校の児童生徒がより
通いやすい場所に教育支
援センターを整備・運営
します。一人一人に寄り
添い、安心して過ごせる
居場所づくりを進めます。

企業誘致推進事業
1,170万円

　スタートアップ企業などの誘致による新たな産
業の集積と雇用の創出に向け、新たに市外企業の
実証実験と市内
事業者の新技術
導入を支援する
補助金制度を創
設します。進出
企業への切れ目
のない支援を行
い、企業誘致を
促進します。

関係人口創出事業
747万円

　関係人口の創出と定住促進に向け、子育て世帯や
フリーランスの滞在を支援します。一定期間、子が
園に通いながら生活する「保育園留学」や、クリエイ
ターの移住体験を実施し、志摩の魅力を活かした新
しい人の流れをつくります。

拡充拡充

リニ ュ ー アル 拡充

拡充 リニューアル

※生成AIで作成※生成AIで作成

広報しま 予算特集号
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安心して働き、暮らせる生活環境の創生
　高齢化や担い手不足が進む中、交通や医療・介護
など、暮らしに不可欠なサービスを将来にわたって
提供するため、人口減少を前提とした社会の仕組み
づくりに取り組む必要があります。
　地域公共交通のリ・デザイン（交通網の再編）を
進めて市民の移動手段を確保するとともに、地域で
の医療・介護サービスをしっかりと維持・継続でき
るよう努めます。また、民間の知恵や力を活かした
「官民共創」を推進することで、毎日の生活をより
便利にし、地域の活気を高めていきます。

重点分野３

マイナンバーカード普及促進事業

　市民の利便性向上と窓口の混雑緩和を図るため、
引き続きマイナンバーカードに関する業務の一部を
郵便局などの事
業者へ委託し、
身近な場所で手
続きができる環
境を確保します。

コミュニティバス運行事業

　市内の公共交通空白地の解消を図るため、予約運
行型バスやデマンド交通など、地域の特性に応じたコ
ミュニティ交通の運行および実証事業を実施します。

空き家利活用産官学連携事業

　高等教育機関（大学の建築系学科など）と地域
の関係者と連携して、利活用可能な空き家の活用を
促進します。こ
の取り組みを通
じて、移住・観
光・地域活性化
につながる新た
な拠点の形成を
目指します。

拡充 拡充

リニ ュ ー アル

航路対策事業

　定期船で通学する高校生や離島住民などに対して
運賃補助を行い、航路の利用促進と運賃負担の軽
減を図ります。
また、定期船航
路を確保維持す
るため、運航事
業者への支援を
行います。

2,426万円

6,676万円 1,455万円

797万円

主な取り組み
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⽔道料⾦基本料⾦等の免除 1億3,473万円

プレミアム付き商品券事業 3億3,605万円
　全市⺠を対象に、市内の店舗で使⽤でき
るプレミアム付き商品券（しまスマイル商
品券）を販売します。

●販売額：�1 冊 10,000 円を 3,000 円で
販売

　（�プレミアム額 7,000 円 / プレミアム率
約 233%）

●販売時期：6 ⽉〜 7⽉
●利⽤時期：7 ⽉〜 10⽉

　令和７年度に８カ⽉間実施した⽔道料⾦
の基本料⾦などの免除について、令和８年
度も引き続き、４⽉から⽔道料⾦の基本料
⾦などを４カ⽉間免除し、家計や事業活動
を⽀援します。

●対象：官公庁を除くすべての給⽔契約者
●免除期間：�令和 8 年 3 ⽉使⽤分（4 ⽉

検針分）から 6⽉使⽤分（7
⽉検針分）まで

●効果額：�4カ⽉で１世帯あたり約6,000
円軽減

※⼝径 13mm（⼀般家庭⽤）の場合

物価高騰への対策
　食料品などの物価高騰が続く中、市民生活を守るため
「物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金」を最大
限に活用し、家計の負担軽減に向けた支援を切れ目な
く実施します。

※生成AIで作成

※生成AIで作成

広報しま 予算特集号
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　香港・台湾を重点に観光レップやトップセールスで
情報発信と旅行商品の造成を促進します。インバウ
ンド協議会と連携した
受け入れ体制の強化や
団体宿泊への支援を
実施し、滞在型観光
の促進と観光消費額
の拡大を図ります。

持続可能な観光地域づくりの推進
　地域経済を元気にし、将来にわたって発展し続けるため、幅広い業種へ経済効果を波及させる観光を「経済の柱」
に据え、持続可能な観光地域づくりに取り組みます。その要となる観光の推進体制を強め、多様な施策を展開します。
　特に、2030 年に訪日外国人客数6,000万人を掲げる国の目標を大きなチャンスと捉え、世界中からのお客さま
を志摩に呼び込むため、誘致活動を強力に拡大します。あわせて、地域産業を支える「働く人」の確保に努めると
ともに、志摩が誇る豊かな魅力を活かした新しい仕事づくりを進め、地域全体の活力を高めていきます。

重点分野４

水産業新規就業者確保・定着支援事業
712万円

　志摩の漁業を次世代へつなぐため、担い手の確保を
強化します。真珠養殖や個人漁業者への補助、企業
と連携した大型定置網
の就業支援を実施しま
す。さらに、就業フェ
アなどで志摩の魅力を
発信し、活気ある漁業
を将来へ守り伝えます。

リニューアル拡充

拡充

志摩で過ごす
ちょうどいい時間創出事業

　横山VIEWタクシーや周遊バス「しま～る」号を
拡充し市内観光の利便性を高め、旅行商品の造成
支援により観光消費の拡大
を図ります。また、民間企
業と連携した遠隔地からの
誘客や、近隣市町との広域
的な誘客施策を展開します。

志摩で心が満たされる
リピート推進事業

　バリアフリー観光の推進や接遇研修により受け入れ
環境を充実させます。また、日本
遺産・海女文化のストーリーを活
かしたコンテンツの造成・強化を
進めることで、来訪者の満足度
向上と志摩を再び訪れたくなるリ
ピーターの創出につなげます。

インバウンド誘客促進事業
2,176万円

サーフィン活用推進事業
131万円

　志摩市サーフィン活用推進協議会を中心に、国際
大会誘致やパラサーフィン、サーフタウン構想の調査、
移住促進や次世代育
成を推進します。子ど
も向け大会やサーフト
ライアスロンなどを開
催し、サーフィンで地
域の活力を高めます。

新規新規

3,890万円

1,271万円

新規新規

主な取り組み

志摩を知る
認知度向上事業

　首都圏でのメディア露出や取材誘致、省庁・民
間企業との連携、機内プロモーションなどを展開
します。遠隔地を含む幅
広い層への認知拡大と来
訪意欲の喚起を図ること
で、将来にわたる継続的
な誘客につなげます。

新規新規

2,733万円

※生成AIで作成
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　赤潮やへい死、物価高騰に直面する養殖業を支
えるため、機材や資材の導入を支援します。食害
対策の網や杭、稚貝の購入費に加え、海の管理を
効率化する l

アイ

o
オー

T
ティー

機器の導入・維
持を補助し、持
続可能な養殖業
を推進します。

リニ ュ ー アル

豊かな海回復事業
1,278万円

　環境変化に対応するため、三重県水産研究所と
連携したモニタリング調査、海藻再生の拠点とな
る「核藻場」の設置・管理を推進するとともに、
漁業者の磯焼け対
策への支援や、ア
マモ場の生育状況
を確認し、志摩の
誇りである豊かな
海を未来へ守り伝
えます。

拡充

リニ ュ ー アル

志摩市を元気にする
創業支援事業

495万円
　創業にかかる経費や利子、保証料を補助し、市内
での起業を後押しして経済を活性化します。
　また「志摩市を元
気にする創業支援
補助金」をリニュー
アルし、支援体制を
さらに強化すること
で、新たな挑戦を全
力で支えます。

次世代につなぐ
豊かな海づくり事業

1,290万円
　漁業者と協力して「獲る漁業」から「育てる漁業」
へのアプローチを強化するため、アワビやサザエな
どの放流活動を支
援し、志摩の水産
資源を守り、地域
産業の要である漁
業を次世代につな
げます。

拡充

豊かな海の養殖支援事業
1,316万円

農業生産者育成事業
715万円

　生産基盤を強化し、持続可能な農業経営を支え
るため、幅広く助成を行います。
【補助対象】
・個人農家の機械購入など（1/2・上限 15万円）
・�耕作放棄地再生
　（1/2・上限15万円）
・�共同利用施設の導
入・修繕
　（1/2・上限50万円）
� など

　中小企業の挑戦を後押しするため、新たに「志摩
市中小企業経営向上補助金」と「志摩市企業経営DX
化推進補助金」
を創設し、経営
改善やDX化へ
の取り組みを強
力に支えます。

リニューアル

中小企業支援事業
1,236万円

※生成AIで作成

※生成AIで作成※生成AIで作成

広報しま 予算特集号
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伊勢志摩国立公園は伊勢志摩国立公園は
指定から80周年を迎えます指定から80周年を迎えます

伊勢志摩国立公園
指定 80 周年記念
事業実行委員会

志摩市
特設ページ

「自慢できる新しい志摩市」の実現
　「自慢できる新しい志摩市」の実現は、志摩市に対する市民の愛着と誇りを育み、持続可能なまちをつくるための重要
なテーマです。伊勢志摩国立公園指定80周年、G7伊勢志摩サミット開催10周年、三重県誕生150周年を迎えるこの機を
とらえ、豊かな自然と文化の魅力を最大限に高めます。また、プロモーションと広報広聴機能の連携を強化し、市の魅力
を戦略的に発信するとともに、デジタル技術などを活用した庁内DXで業務を効率化し、市民サービスを向上させます。

重点分野５

　国立公園制度は、日本を代表する豊かな自
然を保護するとともに、持続可能な利用を通じ
て、その価値を次世代へと継承していくことを
目的として制定されました。

　伊勢志摩国立公園の指定80周年を記念し、
伊勢志摩国立公園指定 80周年記念事業実行委
員会が設置されました。11月 20 日の式典を
はじめ、公園区域全体で楽しめる多彩なイベン
トを企画しています。
　志摩市では、市民の皆さんと一緒に楽しめる
さまざまな事業を計画しています。この記念す
べき節目、一緒に盛り上げていきましょう！

　伊勢志摩国立公園は、昭和21年11月20日に戦後初め
て誕生した国立公園です。志摩半島とその周辺に広がる国立
公園であり、志摩市はほぼ全域が公園区域に含まれています。
最大の特徴は、区域の約96%を私有地が占めている点にあり、
古くから人と自然が共存してきました。豊かな自然だけでは
なく、その地に根付く営みや文化が評価されています。

指定
昭和21年11月20日

指定指定
80周年80周年

令和8年11月20日令和8年11月20日

DX推進事業
783万円

　全職員を対象としたDX研修などの推進によりデジ
タル活用能力を底上げし、業務効率化や生産性向上を
図り、より質の高い市民サービスの提供を実現します。

伊勢志摩国立公園指定
80周年記念事業

　指定80 周年を機に、市の自然や文化の魅力を
再認識する機会を創ります。Ｇ７サミット10 周年
などが重なる節目を飛躍の年と捉え、記念事業とし
て英虞湾クルーズ
や打ち上げ花火を
開催します。広域
連携を深めること
で、持続可能な地
域活性化を強力に
推進します。

915万円

新規新規

主な取り組み

伊勢志摩国立公園は
指定から80周年を迎えます

PR大使
ラッコの
メイちゃん

拡充
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橋梁長寿命化事業箇所・道路新設改良事業箇所

赤橋　橋梁修繕工事
橋梁長寿命化事業箇所

令和８年度事業費  1,353万円
志摩市 磯部町 迫間 地内

工事概要：橋梁修繕工事　1橋

市道桧山路浜島線　舗装工事
道路新設改良事業箇所

令和８年度事業費  2,350万円
志摩市 浜島町 浜島 地内

工事概要：側溝改良、アスファルト舗装 延長 L=140.0ｍ、L=165.0ｍ

市道渕線　道路改良工事
道路新設改良事業箇所

令和８年度事業費  1,080万円
志摩市 大王町 畔名 地内

工事概要：ブロック積　延長 L=26.0m

市道和具布施田 1号線　舗装工事
道路新設改良事業箇所

令和８年度事業費  988万円
志摩市 志摩町 和具 地内

工事概要：アスファルト舗装　延長 L=165.0 ｍ

市道墓地農協線　舗装工事
道路新設改良事業箇所

令和８年度事業費  2,049万円
志摩市 阿児町 神明 地内

工事概要：アスファルト舗装　延長 L=280.0 ｍ

市道迫間築地線　舗装工事
道路新設改良事業箇所

令和８年度事業費  3,000万円
志摩市 磯部町 築地 地内

工事概要：アスファルト舗装　延長 L=500.0 ｍ

広報しま 予算特集号
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令和８年度　当初予算総額　

（単位：億円）
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会　計　区　分 令和 8 年度 令和 7 年度 増　減 伸び率
一　般　会　計 294億7万2千円 280億7,335万8千円 13億2,671万4千円 4.7%

特
別
会
計

国民健康保険特別会計 61億2,463万5千円 61億7,152万9千円 △ 4,689万4千円 △ 0.8%

後期高齢者医療特別会計 18億219万円 16億8,834万円 1億1,385万円 6.7%

介護保険特別会計 77億3,951万6千円 76億3,406万9千円 1億544万7千円 1.4%

住宅新築資金等貸付事業特別会計 480万1千円 534万4千円 △ 54万3千円 △ 10.2%

小　　　　計 156億7,114万2千円 154億9,928万2千円 1億7,186万円 1.1%

企
　
業
　
会
　
計

水道事業会計 30億166万8千円 30億1,030万2千円 △ 863万4千円 △ 0.3%

収益的支出 16億5,624万4千円 16億6,640万4千円 △ 1,016万円 △ 0.6%

資本的支出 13億4,542万4千円 13億4,389万8千円 152万6千円 0.1%

下水道事業会計 8億2,514万7千円 11億5,281万6千円 △ 3億2,766万9千円 △ 28.4%

収益的支出 5億4,121万8千円 5億1,978万8千円 2,143万円 4.1%

資本的支出 2億8,392万9千円 6億3,302万8千円 △ 3億4,909万9千円 △ 55.1%

国民健康保険病院事業会計 18億9,680万8千円 17億7,696万5千円 1億1,984万3千円 6.7%

収益的支出 17億4,081万6千円 16億2,072万3千円 1億2,009万3千円 7.4%

資本的支出 1億5,599万2千円 1億5,624万2千円 △ 25万円 △ 0.2%

小　　　　計 57億2,362万3千円 59億4,008万3千円 △ 2億1,646万円 △ 3.6%

志摩市全体予算総額 507億9,483万7千円 495億1,272万3千円 12億8,211万4千円 2.6%

志摩市になって
最大の予算額！

一般会計　当初予算額の推移一般会計　当初予算額の推移
POINT
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市　　　税 市民税・固定資産税・軽自動車税・市たばこ税・入湯税などの
市が徴収できる税金で、約20％を占める重要な財源です。

�地方譲与税等�
� 各種交付金

国の目的税などを財源として、地方自治体へ交付されるお
金です。

地方交付税
�地方自治体の財政力に応じて、国から配分されるお金で、
自治体間の財政格差を縮め、全国どこでも必要最低限の行
政サービスが提供できるようにすることを目的とします。

� 分担金及び�
負担金 保育料や工事分担金などがこれにあたります。

� 使用料及び�
手数料

市の公共施設使用料や市営住宅使用料などが使用料、住民
票交付手数料や一般廃棄物処理手数料などが手数料にあ
たります。

�国庫支出金・�
県支出金

市が行う事業に対し、国や県が出す補助金・負担金・委託金
で、使い道はあらかじめ決められています。

� 繰 入 金 各種の基金（預金）から一般会計へ繰り入れるお金で預貯
金を下ろすようなものです。

� 市　　　債
市の借金で一時的に大きな支出があるときや、将来にわ
たって市民にも負担していただくのがふさわしい事業な
どのために、決められた手続きで借りるお金です。

款　　別 令和 8 年度当初
（A）

令和 7 年度当初
（B）

増減
（A）ー (B）

比較
（A）／(B）

(A) の
構成比

市税 58億4,091万6千円 56億9,810万1千円 1億4,281万5千円 102.5% 19.9%
地方譲与税 1億7,937万2千円 1億7,466万6千円 470万6千円 102.7% 0.6%
利子割交付金 1,000万円 200万円 800万円 500.0% 0.0%
配当割交付金 5,650万円 3,500万円 2,150万円 161.4% 0.2%
株式等譲渡所得割交付金 7,690万円 3,900万円 3,790万円 197.2% 0.3%
法人事業税交付金 1億3,900万円 1億1,900万円 2,000万円 116.8% 0.5%
地方消費税交付金 13億7,700万円 11億5,000万円 2億2,700万円 119.7% 4.7%
ゴルフ場利用税交付金 2,700万円 2,700万円 0円 100.0% 0.1%
自動車取得税交付金 1千円 1千円 0円 100.0% 0.0%
環境性能割交付金 2,750万円 3,000万円 △ 250万円 91.7% 0.1%
地方特例交付金 2,100万円 2,500万円 △ 400万円 84.0% 0.1%
地方交付税 80億7,000万円 83億8,000万円 △ 3億1,000万円 96.3% 27.4%
交通安全対策特別交付金 210万円 240万円 △ 30万円 87.5% 0.0%
分担金及び負担金 2億8,619万5千円 2億6,727万8千円 1,891万7千円 107.1% 1.0%
使用料及び手数料 2億4,423万6千円 2億4,769万6千円 △ 346万円 98.6% 0.8%
国庫支出金 30億5,666万1千円 30億8,334万3千円 △ 2,668万2千円 99.1% 10.4%
県支出金 14億311万4千円 15億196万8千円 △ 9,885万4千円 93.4% 4.8%
財産収入 4,346万8千円 3,791万1千円 555万7千円 114.7% 0.1%
寄附金 20億4千円 17億4千円 3億円 117.6% 6.8%
繰入金 31億5,360万2千円 30億9,210万8千円 6,149万4千円 102.0% 10.8%
繰越金 6億円 5億円 1億円 120.0% 2.0%
諸収入 2億7,420万3千円 3億5,048万2千円 △ 7,627万9千円 78.2% 0.9%
市債 25億1,130万円 16億1,040万円 9億90万円 155.9% 8.5%

歳  入  合  計 294億7万2千円 280億7,335万8千円 13億2,671万4千円 104.7% 100.0%

57.7％

一般会計  歳入一覧表　

自主財源と依存財源の比率自主財源と依存財源の比率

依存財源
地方交付税、地方譲与
税、各種交付金、国県
支出金、市債など自主
財源以外の財源

自主財源
市税、分担金及び負担
金、使用料及び手数料、
財産収入、寄附金、繰
入金、繰越金、諸収入

42.3％

用 語 解 説

広報しま 予算特集号
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款　　別 令和 8 年度当初
（A）

令和 7 年度当初
（B）

増減
（A）ー (B）

比較
（A）／(B）

(A) の
構成比

議会費 1億7,590万5千円 1億9,326万円 △ 1,735万5千円 91.0% 0.6%

総務費 64億656万9千円 60億8,771万円 3億1,885万9千円 105.2% 21.8%

民生費 91億2,904万2千円 89億3,826万6千円 1億9,077万6千円 102.1% 31.0%

衛生費 29億5,983万7千円 30億6,864万7千円 △ 1億881万円 96.5% 10.1%

農林水産業費 6億4,073万7千円 7億1,117万4千円 △ 7,043万7千円 90.1% 2.2%

商工費 9億6,249万6千円 6億2,470万4千円 3億3,779万2千円 154.1% 3.3%

土木費 14億3,321万4千円 14億9,942万円 △ 6,620万6千円 95.6% 4.9%

消防費 30億2,861万7千円 20億4,107万7千円 9億8,754万円 148.4% 10.3%

教育費 23億2,277万8千円 25億5,631万6千円 △ 2億3,353万8千円 90.9% 7.9%

災害復旧費 1,003万円 1,103万円 △ 100万円 90.9% 0.0%

公債費 23億84万7千円 23億1,175万4千円 △ 1,090万7千円 99.5% 7.8%

予備費 3,000万円 3,000万円 0円 100.0% 0.1%

歳  出  合  計 294億7万2千円 280億7,335万8千円 13億2,671万4千円 104.7% 100.0%

議会費予備費

公債費
教育費

災害復旧費

消防費

土木費

商工費

農林
水産業費 

衛生費

民生費

総務費
21.8％

0.6％

31.0％

10.1％

2.2％

3.3％

4.9％

10.3％

7.9％
7.8％

0％
0.1％ ◦総務費　�ふるさと応援寄附金事業の増

　　　　　（4億 4,905 万円増 ）
◦民生費　�旧大王放課後児童クラブ解体撤

去事業の増
　　　　　（4,375 万円増 ）
◦衛生費　��ごみ処理施設解体撤去事業の減
　　　　　（1億 5,662 万 8千円減 ）
◦商工費　プレミアム付き商品券事業の増
　　　　　（3億 3,605 万円皆増 ）
◦土木費　橋梁長寿命化事業の減
　　　　　（9,899 万 2千円減 ）
◦消防費　��防災行政無線更新整備事業の増
　　　　　（6億 6,135 万 5千円増 ）
　　　　　防災物流拠点整備事業の増
　　　　　（1億 4,847 万 2千円増 ）
◦教育費　�学校ＩＣＴ環境整備事業の終了
　　　　　による減
　　　　　（2億 8,106 万 3千円皆減 ）
　　　　　�図書館情報システム機器更新事

業の増
　　　　　（5,526 万 5千円皆増 ）
◦公債費　�臨時財政対策債償還金減少に伴

う起債償還金元金の減
　　　　　（2,852 万 8千円減 ）

主な増減要因主な増減要因

一般会計  歳出一覧表　　　目的別

POINT
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区　　分 令和 8 年度当初
（A）

令和 7 年度当初
（B）

増減
（A）ー (B）

比較
（A）／(B）

(A) の
構成比

人件費 70億9,027万4千円 67億7,020万4千円 3億2,007万円 104.7% 24.1%

内
　
訳

報酬 9億192万6千円 8億6,260万4千円 3,932万2千円 104.6% －
給料 26億2,711万円 25億4,947万2千円 7,763万8千円 103.0% －
職員手当等 19億7,616万3千円 18億5,041万2千円 1億2,575万1千円 106.8% －
共済費 11億2,391万3千円 10億6,166万8千円 6,224万5千円 105.9% －
災害補償費等 1,916万4千円 1,482万6千円 433万8千円 129.3% －
退職手当負担金 4億4,199万8千円 4億3,122万2千円 1,077万6千円 102.5% －

物件費 51億1,673万4千円 49億8,984万3千円 1億2,689万1千円 102.5% 17.4%
維持補修費 3億384万2千円 3億1,872万2千円 △ 1,488万円 95.3% 1.0%
扶助費 37億8,783万8千円 38億4,665万4千円 △ 5,881万6千円 98.5% 12.9%
補助費等 35億4,111万5千円 35億7,435万3千円 △ 3,323万8千円 99.1% 12.1%
公債費 23億83万7千円 23億1,174万4千円 △ 1,090万7千円 99.5% 7.8%
積立金 23億3,620万4千円 19億7,891万8千円 3億5,728万6千円 118.1% 8.0%
投資及び出資金・貸付金 376万9千円 0円 376万9千円 － 0.0%
繰出金 27億6,788万7千円 27億6,906万円 △ 117万3千円 100.0% 9.4%
投資的経費 21億2,157万2千円 14億8,386万円 6億3,771万2千円 143.0% 7.2%
予備費 3,000万円 3,000万円 0円 100.0% 0.1%

歳  出  合  計 294億7万2千円 280億7,335万8千円 13億2,671万4千円 104.7% 100.0%

一般会計  歳出一覧表　　　性質別

予備費
投資的経費

投資及び
出資金・
貸付金

繰出金

積立金

公債費

補助費等
扶助費

物件費

維持補修費

人件費
24.1％

17.4％

12.9％

1.0％

12.1％

7.8％

8.0％

9.4％

0％

0.1％
7.2％

◦人件費　�令和 7年人事院勧告に伴う　　
人件費の増

　　　　　（3億 2,007 万円増 ）
◦物件費　ふるさと応援寄附業務委託料の増
　　　　　（6億 1,915 万 7千円増 ）
◦扶助費　�受給対象者数の減少による　　

児童手当の減
　　　　　（6,646 万円減 ）
◦補助費等　�事業終了に伴う全国豊かな海づ

くり大会市民会議負担金の減
　　　　　　（5,100 万円皆減 ）
◦積立金　�寄附金受入見込額の増による　

ふるさと応援基金積立金の増
　　　　　（3億円増 ）
◦投資的経�費　�防災行政無線更新整備事業

の増
　　　　　　　（6億 6,101 万 4千円増 ）
　　　　　　　防災物流拠点整備事業の増
　　　　　　　（1億 4,921 万 1千円増 ）
　　　　　　　長沢野球場整備事業の増
　　　　　　　（4,555 万円増 ）

主な増減要因主な増減要因
POINT
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税　　目 令和 8 年度当初 令和 7 年度当初 前年度比較 前年度比較（％） 構成比
個人市民税 19億1,527万5千円 18億4,978万2千円 6,549万3千円 103.5% 32.8%
法人市民税 2億6,713万1千円 2億5,031万5千円 1,681万6千円 106.7% 4.6%
固定資産税 29億6,189万3千円 29億2,557万5千円 3,631万8千円 101.2% 50.7%
国有資産等所在市町村交付金 69万円 70万5千円 △ 1万5千円 97.9% 0.0%
軽自動車税環境性能割 1,400万円 1,000万円 400万円 140.0% 0.2%
軽自動車税種別割 2億755万2千円 2億777万6千円 △ 22万4千円 99.9% 3.6%
市たばこ税 3億3,506万7千円 3億3,611万5千円 △ 104万8千円 99.7% 5.7%
入湯税 1億3,930万8千円 1億1,783万3千円 2,147万5千円 118.2% 2.4%

合 　　　　計 58億4,091万6千円 56億9,810万1千円 1億4,281万5千円 102.5% 100.0%

市税の状況　　

0 10 20 30 40 50 60

20

20

20

22

22

30

30

29

30

30

R4実績 7

7

7

7

7

R5実績

R6実績

R7見込

R8当初

市民税
固定資産税
その他の税

市税の推移市税の推移 （単位：億円）

※ R7見込みについて、第 10号補正見込み額を反映した数値となっています

基金の状況　
基金の年度末残高推移基金の年度末残高推移（一般会計）（一般会計） （※上段：当初／下段：実績）

令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度 令和 7 年度 令和 8 年度

積立基金 69億4,675万2千円
(71億3,013万8千円)

62億4,834万5千円
(70億8,127万7千円)

67億97万1千円
(70億9,787万6千円)

59億9,510万2千円
(68億5,325万5千円)

60億5,174万4千円

財政調整基金 27億4,675万2千円
(28億5,097万9千円)

24億2,297万9千円
(30億8,990万6千円)

30億9,190万6千円
(33億8,514万4千円)

31億3,526万9千円
(36億6,355万6千円)

31億8,082万8千円

減債基金 5,221万4千円
(5,221万8千円)

4,986万8千円
(4,986万9千円)

5,551万9千円
(5,557万円)

5,321万9千円
(1億593万5千円)

6,439万9千円

地域振興基金 16億975万6千円
(16億4,237万8千円)

12億2,322万8千円
(12億817万6千円)

5億7,887万6千円
(6億1,186万9千円)

1,726万6千円
(5,186万9千円)

328万9千円

ふるさと応援基金 17億6,203万5千円
(18億2,175万3千円)

18億1,429万6千円
(20億413万7千円)

22億6,520万1千円
(22億4,474万6千円)

20億2,922万1千円
(22億2,810万8千円)

20億2,582万7千円

その他の特定目的基金 7億7,599万5千円
(7億6,281万円)

7億3,797万4千円
(7億2,918万9千円)

7億946万9千円
(8億54万7千円)

7億6,012万7千円
(8億378万7千円)

7億7,740万1千円

定額運用基金 1億9,240万円
(1億9,240万円)

1億9,240万円
(1億9,240万円)

1億9,240万円
(9,240万円)

9,240万円
(9,240万円)

9,240万円

土地開発基金 0円
(0円)

0円
(0円)

0円
(0円)

0円
(0円)

0円

その他の定額運用基金 1億9,240万円
(1億9,240万円)

1億9,240万円
(1億9,240万円)

1億9,240万円
(9,240万円)

9,240万円
(9,240万円)

9,240万円

合　　計 71億3,915万2千円
(73億2,253万8千円)

64億4,074万5千円
(72億7,367万7千円)

68億9,337万1千円
(71億9,027万6千円)

60億8,750万2千円
(69億4,565万5千円)

61億4,414万4千円

※令和７年度の下段数値は、第 10号補正見込み額を反映した数値となっています
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実績
R4当初

実績
R5当初

実績
R6当初

見込
R7当初

R8当初

合併特例債
臨時財政対策債
過疎対策事業債
その他の地方債

0 10 20 30

20 30

2 6 8 6
1 2 8 11
1 1 3 21
2 1 3 16

2 0 7 12
1 0 7 13

5 11
5 11
5 20

地方債の状況　
地方債の借入額推移地方債の借入額推移（一般会計）（一般会計） （※上段：当初／下段：実績）

令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度 令和 7 年度 令和 8 年度

地方債借入額 21億750万円�
（21億6,970万円）

26億8,330万円�
（22億1,850万円）

20億7,010万円�
（20億9,380万円）

16億1,040万円�
（16億8,030万円） 25億1,130万円

合併特例債 1億6,420万円�
（1億2,480万円）

1億3,230万円�
（1億8,550万円）

1億5,800万円�
（1億3,320万円） 0円 0円

臨時財政対策債 5億7,000万円�
（1億9,480万円）

1億1,000万円�
（8,370万円）

4,180万円�
（3,760万円） 0円 0円

過疎対策事業債 7億6,310万円�
（7億8,550万円）

3億4,250万円�
（3億440万円）

6億6,340万円�
（6億5,380万円）

5億4,370万円�
（5億3,970万円）

5億4,350万円

その他の地方債 6億1,020万円�
（10億6,460万円）

20億9,850万円�
（16億4,490万円）

12億690万円�
（12億6,920万円）

10億6,670万円�
（11億4,060万円）

19億6,780万円

※�元利償還金について、合併特例債と過疎対策事業債については 70％、臨時財政対策債については 100％が、普通交付税
の算定における基準財政需要額に算入されます
※令和７年度見込みについて、第 10号補正見込み額を反映した数値となっています

地方債の年度末残高推移地方債の年度末残高推移（一般会計）（一般会計）

令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度 令和 7 年度 令和 8 年度
地方債年度末残高 202億4,274万5千円 192億1,775万6千円 190億1,789万円 184億8,981万5千円 188億1,611万6千円

合併特例債 48億8,239万4千円 32億1,967万6千円 24億1,633万6千円 17億5,888万5千円 13億1,303万7千円
臨時財政対策債 96億7,130万8千円 88億2,231万8千円 79億4,158万6千円 70億4,131万4千円 61億7,901万6千円
過疎対策事業債 9億9,940万円 12億8,303万9千円 18億9,885万8千円 22億9,553万2千円 26億2,760万1千円
その他の地方債 46億8,964万3千円 58億9,272万3千円 67億6,111万円 73億9,408万4千円 86億9,646万2千円

（単位：億円）

（単位：億円）
0 50 100 150 200 250

R4実績

R5実績

R6実績

R7見込

R8当初

合併特例債
臨時財政対策債
過疎対策事業債
その他の地方債

49 1097 47

32 1388 59

24 1979 68

18 2370 74

13 2662 87
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行 政 組 織 図（令和８年4月1日現在）

令和 8 年４月１日の行政組織図と各課（室）の業務内容をお知らせします。

どの部署が
　  どんな仕事を
　　  しているの？

議 事 課 44・0250
総 務 政 策 係 議員の身分・資格得喪、議員提出議案　ほか
議 事 係 本会議・委員会の運営　会議録の調製　ほか

防災危機管理課 44・0203
防災危機管理係 防災対策、危機管理の総合調整、危機発生時対応　ほか
防 犯 交 通 係 防犯、交通安全対策　ほか

秘 書 課 44・0200 秘 書 係 秘書、儀式・渉
しょうしょう
外
がいがい
、栄典・表彰、請願・陳情　ほか

広 報広聴課 44・0208 広 報 広 聴 係 市政の周知、広聴活動、市民からの要望など　ほか

総 合政策課 44・0205

政 策 企 画 係 総合計画、地方創生、SDGs 推進、行政改革、統計　ほか
地域イノベー
ション・モビリ
ティ政策推進係

地域イノベーションの推進、交通政策、半島・離島・過
疎地域の振興　ほか

デジタル変革係 デジタル化施策の企画・総合調整　ほか
デジタル基盤
整 備 運 用 係 情報通信基盤および情報機器の導入・運用管理　ほか

資 産経営課 44・0204
資 産 経 営 係 公共施設マネジメント、指定管理者制度、公共施設の公民連携　ほか
財 産 管 理 係 行政財産・庁舎・備品・公用車の管理の総括、普通財産の管理　ほか

総 務 課 44・0201

法 務 行 政 係 議会招集・議案作成、例規制定・審査、行政組織　ほか
文書・情報公開係 文書管理、情報公開、個人情報保護、選挙　ほか
人 事 研 修 係 職員の人事管理・研修　ほか
職 員 係 職員の給与・福利厚生　ほか

財 政 課 44・0209 財 政 係 予算編成、市債管理、債権回収・整理の調整　ほか

検 査契約課 44・0206 契 約 調 達 係 契約事務指導・統括、入札・契約、物品一括購入、工事検査　ほか

税 務 課
44・0211
・

44・0212

市 民 税 係 市県民税の賦
ふふ
課
かか
　ほか

諸 税 係 市税の賦課　ほか
資 産 税 係 固定資産税の賦課　ほか
収 納 管 理 係 市税の収納管理　ほか
徴 収 係 市税の徴収　ほか

市 民 課 44・0210
窓 口 係 戸籍の記載・管理、印鑑登録、個人番号カードの交付　ほか
記 録 管 理 係 住民基本台帳ネットワークシステム、窓口DX推進　ほか

人 権 市 民
協 働 課 44・0227

人権啓発推進係 人権施策の総合企画・調整、ダイバーシティ社会の推進　ほか
市 民 協 働 係 市民活動、自治会との連絡調整、国際交流推進　ほか

55・0254 迫間文化会館管理係 迫間文化会館（隣保館）の管理運営　ほか

環境・ごみ対策課 44・0228
環境保全・生活衛生係 環境保全、公害防止対策、火葬場、墓地、畜犬登録　ほか
ご み 対 策 係 ごみ処理対策、資源リサイクル、不法投棄　ほか

【大王清掃センター内】
72・3718 清 掃 係 一般廃棄物の収集処理、清掃施設の管理運営　ほか

浜 島 支 所 53・1111
地 域 振 興 係

印鑑登録、諸証明の交付、市税などの収納、選挙、地域
の要望など、地域住民・各種団体との連携、所管施設の
管理運営、本課との連絡調整、学校体育施設の開放、教
育関係事務の受付　ほか

市民サービス係

志 摩 支 所 85・1111
地 域 振 興 係
市民サービス係

磯 部 支 所 55・0026
地 域 振 興 係
市民サービス係

大 王 支 所 72・0255
地 域 振 興 係 印鑑登録、諸証明の交付、市税などの収納、選挙、地域の要望など、

地域住民・各種団体との連携、所管施設の管理運営、本課との
連絡調整、絵かきの町大王美術ギャラリーの管理運営　ほか市民サービス係

※大王地区の教育関係業務は、大王公民館で行う

市 議 会 議会事務局

市 長 副 市 長 危機管理統括監

政策推進部

総 務 部

市民生活部

※「交通・離島政策係」が「地域イノベーション・モビリティ政策推進係」に変わりました
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水産農林部 水 産 課 44・0289
水 産 振 興 係 水産業振興施策の総合的企画調整、漁場施設の管理　ほか
水産基盤整備係 漁港・漁港施設・漁港海岸の整備・維持管理　ほか

農 林 課 44・0288
農 業 振 興 係 農業生産技術・農業経営の改善普及　ほか
農 林 整 備 係 土地改良事業、農林道整備、畜産、有害鳥獣対策　ほか

観光経済部 観光・
プロモーション課 44・0005

観 光 戦 略 係 観光振興の企画調整、観光資源の開発・保存　ほか
観 光 振 興 係 観光イベント、スポーツ観光振興、観光施設の整備　ほか

53・1002 浜島磯体験施設管理係 施設の維持管理運営　ほか

72・4636 ともやま公園管理係 施設の維持管理運営　ほか

経 済 課 44・0010
商 工 経 済 係 商工業振興の企画調整、消費者行政　ほか
志摩ブランド推進係 特産品の販路開拓、地域ブランド認定、ふるさと応援寄附
移 住 促 進 係 企業立地・誘致推進、移住促進

健康福祉部 健康推進課
（保健センター） 44・1100

健 康 増 進 係 保健施策の総合的企画調整、成人保健　ほか
母 子 保 健 係 母子・歯科・思春期保健、乳幼児健診、こども家庭センター（母子保健）　ほか
管 理 係 地域医療対策、休日夜間応急診療所の運営　ほか

保 険年金課 44・0213
国民健康保険係 国民健康保険事業
後期高齢者・福祉医療係 後期高齢者医療、福祉医療
年 金 係 国民年金事務

介 護・総 合
相談支援課 44・0284

介 護 保 険 係 介護保険事業
総合相談支援係 総合相談支援、高齢者虐待防止、成年後見制度利用支援　ほか
地域包括ケア推進係 地域包括支援センターの運営、介護予防事業　ほか

地 域福祉課 44・0283
地域福祉推進係 地域福祉の総合的企画調整、民生委員・児童委員、保護司　ほか
障がい者福祉係 身体・知的・精神障がい者福祉　ほか
高齢者福祉係 高齢者福祉政策の企画調整　ほか

生 活支援課 44・0280
保 護 支 援 係 生活保護法に基づく保護、生活困窮者自立支援事業　ほか
経 理 係 扶助費の経理、医療扶助　ほか

こども家庭課 44・0282

子育て支援係 母子・父子・寡婦の福祉、児童手当、放課後児童クラブ　ほか
保育幼稚園係 保育所・認定こども園・幼稚園の管理　ほか
家庭児童相談係 こども家庭センター（児童福祉）、女性保護　ほか
発達障がい児支援係 発達障がい児支援　ほか

72・1343 大王幼保給食センター管理係 保育所・幼稚園・認定こども園の給食の
運営55・1124 磯部幼保給食センター管理係

保 育 所 鵜方、立神、安乗、ひまわり

認定こども園 浜島、大王、志摩、磯部

子育て支援センター 浜島、志摩、磯部

放課後児童クラブ 浜島、大王、志摩、鵜方、神明、東海、磯部

幼 稚 園 鵜方

福祉事務所
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市 長 会計管理者 出 納 室 44・0215 出 納 係 支出命令の審査、出納事務、決算の調製　ほか

消 防総務課 43・2405
総 務 広 報 係 消防職員の人事および服務、消防広報、女性活躍推進　ほか
施 設 整 備 係 消防庁舎の管理、車両・装備の導入および管理　ほか
地 域 防 災 係 消防団、消防水利の整備、防災業務　ほか

予 防 課 43・2406
予 防 規 制 係 火災予防広報、防火対策、危険物製造所などの許認可・立入検査　ほか
査 察 指 導 係 消防対象物の立入検査、消防用設備指導、火災原因損害調査　ほか

指 揮 指令課 43・1418
指 揮 隊 現場指揮、大規模災害時などの応受援、火災・救助業務　ほか
通 信 係 消防通信、災害出動指令　ほか

志 摩消防署 43・1418
消 防 係 各種災害出動、訓練指導、消防対象物の立入検査　ほか
救 急 係 救急出動、応急手当の普及啓発等、救急広報　ほか

分
　
署

浜 島
大 王
志 摩
磯 部
南 勢

53・0400
72・1011
85・1100
55・0006
66・0934

消 防 係 各種災害出動、訓練指導、消防対象物の立入検査　ほか

消 防 長

建 設 部 建設整備課 44・0304
建設整備統括係 建設工事の調査・設計、積算、監督　ほか
保全・用地係 土木施設の維持補修、公共用地、市道船　ほか
管 理 係 土木施設の管理、水防　ほか

都 市計画課 44・0305
都 市 計 画 係 都市計画の総合企画、市街地整備、建築確認申請　ほか
住 宅 係 市営住宅の管理
地 籍 調 査 係 地籍調査

営 繕 課 44・0306
営 繕 係 市有建築物の建築工事の調査、設計および実施監督　ほか
空 家 対 策 係 空家等対策、住宅・建築物耐震化支援　ほか

上下水道部 水道総務課 44・0220
業 務 管 理 係 業務、検針　ほか
経 理 係 出納、予算、決算　ほか

水 道工務課 55・0241
建 設 係 建設諸務、給水工事　ほか
維 持 管 理 係 給配水諸施設の維持管理　ほか
浄 水 係 浄水諸施設・電気設備などの維持管理・改良　ほか

下 水 道 課 44・0225
業 務 係 下水道の企画立案・啓発、財務　ほか
工 務 係 下水道施設の維持管理・補修　ほか

市 長

病院事業部 志摩市民病院 72・5555

診 療 科 内科、外科、整形外科、消化器科、循環器科、皮膚科、リハビリテーション科
医 療 技 術 科 放射線室、臨床検査室、リハビリテーション室、薬剤室、栄養給食室、透析室
看 護 科 外来、病棟（療養病床・地域包括ケア病床）
事 務 科 管理係、医事係、地域連携室

72・5755 志摩市民病院訪問
看護ステーション 訪問看護サービスの提供

消防本部
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選 挙 管 理 委 員 会
（総務課内） 事 務 局 44・0201 選挙に関すること

公 平 委 員 会
（監査委員事務局内） 事 務 局 44・0216 公平委員会に関すること

固定資産評価審査委員会
（監査委員事務局内） 事 務 局 44・0216 固定資産評価審査委員会に関すること

農 業 委 員 会
（農林課内） 事 務 局 44・0288 農業委員会に関すること

監 査 委 員 事 務 局 44・0216 監査に関すること

教育委員会事務局 教育総務課 44・0315
総 務 係 教育委員会の会議、奨学金、学校編制　ほか
施 設 係 学校施設の整備、維持管理　ほか

43・4735 学校給食センター管理係 学校給食の運営、給食センターの管理運営　ほか

学 校教育課 44・0336
学 事 係 就学、要保護・準要保護、通学区、学校関係補助金　ほか
指 導 係 学校運営に関する指導、教職員の人事・服務　ほか
人 権 教 育 係 人権教育の総合企画・調整　ほか

55・0837 迫間教育集会所 教育集会所の管理運営

総合教育センター 52・0280 管 理 係 教育相談、教職員研修、教育に関する調査・研究　ほか

生涯学習スポーツ課 44・0339
生 涯 学 習 係 生涯学習の振興、社会教育　ほか
スポーツ推進係 生涯スポーツの振興　ほか
文 化 振 興 係 文化振興、文化会館などの管理運営、文化財保護　ほか

43・7000 阿児アリーナ 阿児アリーナの管理運営
43・8000 図書館管理係 図書館の管理運営

【歴史民俗資料館内】

55・2881 歴史民俗資料館管理係 歴史民俗資料館の管理運営

小 学 校 浜島、大王、志摩、鵜方、神明、東海、磯部

中 学 校 浜島、大王、志摩、文岡、東海、磯部

教 育 長

市 教 育 委 員 会

行 政 委 員 会
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広報広聴課
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（令和８年４月１日現在）
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